
47

１. 2024年度夏季の電力需給の振り返り

２. 2024年度冬季及び2025年度の電力需給見通し

３．電力需給運用の課題に対する対応
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電力の需給運用の課題について

⚫ 2024年度の電力需給運用に関しては、週間予備率等が低下する等の課題が発生しており、これまでも本小委員会

において、状況を報告するとともに、電力広域機関を中心に課題の整理と対応の方向性について、検討を進めて

きた。

⚫ 本日は電力広域機関の検討状況を御報告するとともに、今後の対応方針について御議論いただく。

【第77回電力・ガス基本政策小委員会】 【第81回電力・ガス基本政策小委員会】

出典：第77回（2024年6月24日） 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 資料3、第81回（2024年9月26日）  電力・ガス基本政策小委員会 資料4
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（参考）供給力提供通知の発出回数

出典：第100回（2024年9月3日） 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料２
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（参考）提供通知・準備通知発出のタイミング

供給力提供準備通知
供給力提供通知

出典：2024年度以降の翌々日計画に関する事業者説明会資料（黄色枠部分は資源エネルギー庁で追記）
https://www.occto.or.jp/occtosystem2/oshirase/2022/files/20230323_setumeikai01.pdf

https://www.occto.or.jp/occtosystem2/oshirase/2022/files/20230323_setumeikai01.pdf
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電力広域機関による検討状況

⚫ 電力広域機関では専門委員会（調整力及び需給バランス等に関する委員会）において、広域予備率の低下の要因

の詳細分析を行うとともに対応の方向性の整理を行った。

出典：第101回（2024年9月30日） 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料１

【電力広域機関における広域予備率等の課題に対する検討状況（概要）】
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広域予備率低下の要因分析①（需給調整市場）
• 需給調整市場における調整力の調達不足が、週間計画における広域予備率の低下要因の一つとなっていたが、仮

に、一般送配電事業者が調整力の必要量を確保できていた場合の、週間計画時点の広域予備率への影響を試算す

ると、影響の大きい東京エリアでは＋2.5％となり、供給力提供準備通知の発出日数も10日減少する結果となっ

た。

出典：第101回（2024年9月30日） 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料１

集計期間：4月1日～8月31日の週間計画の供給力提供準備通知発信日
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